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都政REPORT

責任ある都政を推進──東京・荒川の明日を拓く！

東京都／荒川区 新型コロナウイルス感染症に関する相談窓口
【一般電話相談】9:00～21:00（土日祝日も受付）   【帰国者・接触者受診相談】平日8:30～17:15→☎03-3802-4243
《心配な症状が出た時に》☎0570-550571 平日夜間・土日祝終日→☎03-5320-4592

新型コロナウイルス感染症による医療崩壊阻止へ

多数が集まる

密集場所

換気の悪い

密閉空間

近距離で会話・発声する

密接場面

3つの密を
避けよう!!

　東京に史上初の「緊急事態宣言」が出されるなど、新型コロナ
ウイルス感染症拡大が続いています。さきやま知尚は現在、東京
の医療崩壊を阻止し、経済への影響を最小限に抑えるべく全力で
対策を進めています。自粛要請等ご不便をおかけしますが、区民
が一致団結し、かつて経験した事のない国難を乗り越えましょう。

荒川区民の命と生活を守る！！

「感染しないように」から
「うつさない」へ
意識を集中しよう！

想定→「自分は今、（無症状で）感染している！」 
目的→「だから誰にもうつさないように行動する！」 
ウイルスが出てくるのは、咳・唾・呼気。咳や唾が飛べばうつります。
でもそれはマスクでほぼ防げます。普通の呼気だけではうつりません。

マスクは再利用！ 洗う・アルコール消毒で
対処しましよう！

1 東京の医療崩壊を阻止するために

2 都民の暮らしの安心を支えるために

かつて経験のない国難を一致団結して乗り越えましょう

栄養をつけて、よく寝て、
よく笑いましょう！

●新型コロナウイルス感染症の患者のみを受け入れる入院専門病院の新設を。
●オーバーシュートに備えて、早急な医療資機材、医療人材、酸素の確保を。
●ウイルス検査・入院、相談体制の強化、不要不急の外出自粛の更なる徹底を。

●都民が不安を感じることのないよう、円滑な食料・日用品等の物流体制堅持を。
●自粛・休業要請により甚大な影響を受けている都民・事業者への手厚い補償を。
●正しい情報を適宜適切に提供し、便乗詐欺や風評被害等の発生防止を。
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営業自粛・短縮・休業要請には必ず補償を！
手厚い助成金・給付金支給を要請

“コロナショック”から都民・中小事業者を守る！！

●長期戦となる“コロナショック”を乗り切る手厚い助成金・給付金の支給を
●家賃の暫定値下げ、納税猶予、買掛け金支援等、即効性ある経済対策の実施を
●中小事業者の資金繰り・つなぎ資金となる無利子・無担保融資の迅速な実行を

責任ある都政を推進

新型コロナウイルス感染症に伴う 貸付・助成金・給付金 電話相談窓口

個
人
が
申
請

生
活
支
援

休業で家計を維持できない

失業で家計を維持できない

緊急小口資金（特）上限10万円（特別な場合は20万円）
貸
付

総合支援資金（特）上限：単身～15万円　　：複数～20万円
貸
付

事
業
主
が
申
請

資
金
繰
り

コロナで売上が半減した

都非常事態措置に全面協力

経産省 相談窓口（９～17時）
03-3501-1544
都 相談センター（９～19時）
03-5388-0567
日本政策金融公庫（９～17時）
0120-154-505

持続化給付金 中小企業200万円まで
個人事業100万円まで

給
付

感染拡大防止協力金 中小事業者50万円
（2店舗以上100万円）

給
付

資金繰りの融資を受けたい 無利子・無担保融資 コロナの影響で前年
比5％以上売上減少

融
資

事
業
主
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休
業
補
償

従業員に休業してもらう時に

子供がいる従業員のために

雇用調整助成金 一人１日8330円を
上限に助成

助
成

小学校休業等対応
助成金（労働者雇用向け）

労働者の有給休暇取
得で一人１日8330円
を上限に助成

助
成

情報は日々更新されます。詳細は直接ご確認下さい。

厚労省 東京労働局
コールセンター（９～21時）
0120‐60‐3999

荒川区民社会福祉協議会
受付窓口（９～17時）
03‐3802-3155

東京都緊急事態措置相談センター ☎03-5388-0567（都民の皆様の疑問や不安に対応 9～19時）

飲食業、小売業、宿泊業、観光業、イベント業など、
がんばる中小事業者の皆様を全力で支援します。
飲食業、小売業、宿泊業、観光業、イベント業など、
がんばる中小事業者の皆様を全力で支援します。

　新型コロナウイルス感染症に打ち勝つために、今こそ果敢な
経済対策を実施し、首都東京を守らなければなりません。

　特に、都民・事業者に対して自粛を要請する際には、セット
となる補償（助成金・給付金）が必要不可欠です。

　さきやま知尚は都民・事業者の皆様の仕事と生活を守るため、
各方面に補償制度の拡充と迅速な実施を強く要請しています。


